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　　　　　　　　　　　　　　　　【要　　　　旨】

１．回復過程をたどる東アジア経済１．回復過程をたどる東アジア経済１．回復過程をたどる東アジア経済１．回復過程をたどる東アジア経済
　　東アジア各国経済は、1998年末を底に2000年１～３月期にかけてＶ字形の急回復を実現。各国政策
　当局は、成長率見通しを上方修正。先行きの経済運営に自信。しかしながら、東アジア各国のパフォ
  ーマンスの二極化が拡大。ＮＩＥｓ、中国に比べて、ＡＳＥＡＮ諸国の回復力に見劣り。
　
２．脆弱さを抱えた回復過程２．脆弱さを抱えた回復過程２．脆弱さを抱えた回復過程２．脆弱さを抱えた回復過程
　　現下の回復過程は、以下三つの脆弱性を抱えており、東アジア経済が総じて堅調な成長軌道へ復
　帰したとみるのは早計。これを映じて、域内全体の通貨、株式市況が弱含みで推移。
　(1)回復の牽引力に先行き懸念(1)回復の牽引力に先行き懸念(1)回復の牽引力に先行き懸念(1)回復の牽引力に先行き懸念
　　これまでの回復過程の牽引力の先行きに懸念。まず大幅な財政赤字や為替相場の下落が続くもと、
　財政、金融両面からの景気対策は限界。東アジア各国では、総じて産業間のリンケージが弱い(すそ
　野産業の未発達) ことから、日米先進国とは異なり、好調な輸出を背景としたＩＴ関連産業の好況が
　他産業へ波及することも期待薄。さらに、輸出も米国経済のスローダウンに伴いこれまでの増勢を維
　持することは困難な状況。
  (2)経済危機の負の遺産(2)経済危機の負の遺産(2)経済危機の負の遺産(2)経済危機の負の遺産
　　銀行貸出が依然として低迷を持続。企業改革が先送りされた結果、企業の返済能力が依然として回
　復していないことが背景。また、各国の大企業グループは、引き続き多額の銀行債務を抱え、その経
　営行き詰まりへの懸念から、新たな金融不安の火種が絶えず。高度成長のなかに隠されていた所得分
　配の歪みなど社会的な構造問題が、東アジアの成長神話の崩壊を契機に顕在化。中央に対する地方の
　反発が強まるとともに、労働争議、民族・地域間の緊張も激化。
　(3)発展メカニズムに陰り(3)発展メカニズムに陰り(3)発展メカニズムに陰り(3)発展メカニズムに陰り
　　技術水準、人材の質などを理由にＩＴ産業がＮＩＥｓへ集積する一方、巨大な潜在市場を狙って、
　多数の外国企業が中国へ引きつけられるなど、先進国企業の対アジア投資に選別強化の兆し。直接投
　資の外縁的な拡大を通じた危機以前の発展メカニズムに陰り。各国間の経済パフォーマンス格差が一
　段と拡大すれば、域内全体の産業間の相互補完機能が崩れ、経済活力が低下する懸念。

３．負の遺産の克服に向けて３．負の遺産の克服に向けて３．負の遺産の克服に向けて３．負の遺産の克服に向けて
　(1)企業改革の断行(1)企業改革の断行(1)企業改革の断行(1)企業改革の断行
　　金融機関から不良債権を切り離しただけでは、銀行の貸出が円滑に増加することは期待薄。金融メ
　カニズムが回復するためには、不良債権処理を中心とする銀行の財務体力の強化が不可欠ながら、さ
　らに抜本的な企業改革の断行が不可欠。
  (2)域内経済関係強化を通じた域内需要の掘り起こし(2)域内経済関係強化を通じた域内需要の掘り起こし(2)域内経済関係強化を通じた域内需要の掘り起こし(2)域内経済関係強化を通じた域内需要の掘り起こし
　　改革の痛みを緩和するとともに、域内経済の二極化を回避するためにも域内経済関係の強化を通じ
　て中国に匹敵する巨大マーケットを形成することが不可欠。具体的には、①過渡的には、域内の経済
　障壁を優先的に撤廃してゆく域内経済統合を志向、②これまでのフルセット型の産業政策から、自国
　産業の優位性を生かした共生型の産業政策への転換、③自国産業優先主義を見直し、外資との競争の
　下で地場企業の体力強化を促進、などが必要。
  
４．域内経済関係強化のカギを握る日本４．域内経済関係強化のカギを握る日本４．域内経済関係強化のカギを握る日本４．域内経済関係強化のカギを握る日本
　　欧米がＩＴ面での競争力を背景に世界マーケットでの主導的な立場を確立しようとしている状況
  のもとで、日本は東アジア各国とのＩＴ面でのアライアンス強化を通じて、これに対抗。
　(1)自由貿易圏構想への取り組み(1)自由貿易圏構想への取り組み(1)自由貿易圏構想への取り組み(1)自由貿易圏構想への取り組み
　　単なる関税引き下げにとどまらず、シンガポール提案にみられるような税関システム、電子商取
　引（ＢtoＢ）、電子認証などＩＴインフラの共同整備を通じて、共通のＩＴインフラの上で自由貿
　易圏を実現。市場の拡大を通じた規模の経済の追求に加えて、日本を含めた東アジア経済の新たな
　比較優位を構築。
　(2)ＩＴ企業ネット・ワークの拡充(2)ＩＴ企業ネット・ワークの拡充(2)ＩＴ企業ネット・ワークの拡充(2)ＩＴ企業ネット・ワークの拡充
　　日系企業を要として韓国、台湾、中国華南地方などの間にＩＴ関連産業の有機的なネットワーク
  が発生。これをさらにＡＳＥＡＮ諸国にまで拡大する環境整備が不可欠。具体的には、人材、技術格
　差を縮小するためのデジタル・デバイド解消援助への積極的な取り組み、ＩＴ関連製品の関税撤廃を
 狙いとする情報技術協定の対象範囲の拡大および前倒し実施などが挙げられる。
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　 回復過程をたどる東アジア経済

　
　東アジア経済は、Ｖ字形の急回復を実現し、経済危機を克服。ただし、二極化現象が顕
在化。

　①Ｖ字形の急回復を実現
  　東アジア各国は、1998年末を底にＶ字形の急回復を実現し、経済危機の克服を宣言。
　各国政策当局は、成長率見通しを上方修正し、先行きの経済運営に自信。

　②二極化する東アジア各国経済
　　各国経済はともに景気テコ入れ策と輸出伸張をきっかけに回復。その後、ＮＩＥｓ、
　中国では設備投資、民間消費など国内民需の盛り上がりがみられるのに対し、ＡＳＥＡ
　Ｎ諸国においては、国内民需は依然として低迷を持続。この結果、東アジア各国の経済
　パフォーマンスの二極化が拡大。

（図表１）東アジア主要国のＧＤＰ需要項目別寄与度（前年同期比）（図表１）東アジア主要国のＧＤＰ需要項目別寄与度（前年同期比）（図表１）東アジア主要国のＧＤＰ需要項目別寄与度（前年同期比）（図表１）東アジア主要国のＧＤＰ需要項目別寄与度（前年同期比）

（資料）各国統計
（注）タイはデータ上の不整合により寄与度の合計とＧＤＰ成長率は必ずしも一致しない。
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（図表２）東アジア９カ国の実質ＧＤＰ成長率（前年同期比）（図表２）東アジア９カ国の実質ＧＤＰ成長率（前年同期比）（図表２）東アジア９カ国の実質ＧＤＰ成長率（前年同期比）（図表２）東アジア９カ国の実質ＧＤＰ成長率（前年同期比）
（％）

国・地域 1998年 99年 2000年 2001年
（実績） （実績） （予測） １～３ ４～６ ７～９ 10～12 （予測）

韓　国 ▲ 6.7 10.7 8.6 12.8 9.6 7.2 5.8 5.5
台　湾 4.6 5.7 6.5 7.9 5.4 6.7 6.0 6.5
香　港 ▲ 5.1 3.0 7.0 14.3 7.8 4.6 2.8 3.9

シンガポール 0.3 5.3 7.4 9.8 8.0 6.4 6.0 6.4
ＮＩＥｓ４ ▲ 2.8 7.7 7.6 11.2 7.7 6.5 5.3 5.6
マレーシア ▲ 7.5 5.4 8.0 11.7 6.5 7.3 6.8 6.0
タ　イ ▲ 10.4 4.2 4.9 5.2 5.3 4.8 4.5 4.5
フィリピン ▲ 0.5 3.2 3.5 3.4 3.6 3.7 3.3 3.4
インドネシア ▲ 13.4 0.2 3.5 3.6 4.1 3.0 3.3 3.2

ＡＳＥＡＮ４ ▲ 9.8 2.8 4.8 5.8 4.9 4.6 4.4 4.1
中　国 7.9 7.1 8.0 8.1 8.3 8.1 7.6 7.6
東アジア９カ国 ▲ 0.9 6.4 7.2 8.9 7.5 6.9 6.2 6.2

予測
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　現下の回復過程は、以下の脆弱性を孕んでおり、東アジア経済が総じて堅調な成長軌
道へ復帰したとみるのは早計。
　まず、短期的にみると、これまで景気を牽引してきた政策効果や輸出の先行きに懸
念。さらに、中長期的にみると、経済危機の背景の一つとされる構造問題が先送りされ
ているほか、危機以前の高度成長をもたらしてきた直接投資を介在とした発展メカニズ
ムに陰り。
　これらを映じて、春先以降、景気回復感の強まりにもかかわわらず、通貨、株式市場
が総じて弱含みで推移。とりわけ、経済パフォーマンスの二極化を背景に、ＡＳＥＡＮ
諸国の通貨、株式の低迷が深刻。

脆弱な回復過程

（図表３）株価（ドルベース）の推移（図表３）株価（ドルベース）の推移（図表３）株価（ドルベース）の推移（図表３）株価（ドルベース）の推移
（1997年７月１日＝100）（1997年７月１日＝100）（1997年７月１日＝100）（1997年７月１日＝100）

（資料）データストリーム
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回復の牽引力に先行き懸念

　
　これまでの景気回復を支えてきた牽引力に先行き懸念。
  
　①政策効果の減退
    大幅な財政赤字が続くもとでは、追加的な景気対策は限界。さらに、アジア各国の為
　替相場の下落により、低金利政策の継続が次第に困難に。

　②限定的な企業業績の回復
    東アジア各国では、総じて産業間のリンケージが弱い(裾野産業の未発達) ことから、
　日米先進国とは異なり、好調な輸出を背景としたＩＴ関連産業の好況が他産業へ波及す
　ることは期待薄。他産業では、生産は拡大しているものの、過剰設備を背景に損益分岐
　点を下回る操業を強いられており、収益的には極めて厳しい状況。

  ③輸出の増勢拡大も期待薄
　　日欧の景気拡大が予想されるものの、米国経済のスローダウンを背景に、輸出につい
　ては、今以上の増勢拡大を期待するのは困難な状況。
　

（図表５）韓国業種別経常利益の推移（図表５）韓国業種別経常利益の推移（図表５）韓国業種別経常利益の推移（図表５）韓国業種別経常利益の推移

（資料）各国統計

（図表４）財政収支対ＧＤＰ比の推移（図表４）財政収支対ＧＤＰ比の推移（図表４）財政収支対ＧＤＰ比の推移（図表４）財政収支対ＧＤＰ比の推移

（資料）東洋経済新報社「韓国･会社情報」各年版
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　 経済危機の負の遺産

  これまで東アジア各国では、構造問題が指摘されながらも、経済危機への緊急避難的
措置が優先され、抜本的な解決が先送り。今後の経済発展の足かせとなる公算大。
  
　①不良債権問題
    銀行貸出が依然として低迷を持続。企業改革が先送りされた結果、企業の返済能力
　が依然として回復していないことが背景。銀行の不良債権比率が表面上低下している
　ものの、多くの場合、不良債権が金融機関から切り離され、公的な資産管理会社に継
　承されたに過ぎないのが実情。さらに、従来、政府の保護下にあった財閥など大企業
　グループは、引き続き多額の銀行債務を抱えており、その経営行き詰まりへの懸念か
　ら、新たな金融不安の火種が絶えず。

　②既存政権からの人心の離反
    高度成長のなかに隠されていた所得分配の歪みなど社会的な構造問題が、東アジア
　の成長神話の崩壊を契機に顕在化。中央に対する地方の反発が強まるとともに、労働
　争議、民族・地域間の緊張も激化。さらに危機の最悪期を脱したとの緊張感の希薄化
　を背景に、改革を志向する現政権に対する国民の反発の強まり。
　

（図表６）銀行等貸出残高の推移（前年同月比）（図表６）銀行等貸出残高の推移（前年同月比）（図表６）銀行等貸出残高の推移（前年同月比）（図表６）銀行等貸出残高の推移（前年同月比）
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（図表７）不良債権比率の推移（図表７）不良債権比率の推移（図表７）不良債権比率の推移（図表７）不良債権比率の推移
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従来の発展メカニズムに陰り

　東アジアの経済回復を背景に、先進国企業による対アジア投資が回復しつつあるもの
の、先進国企業の投資国を選別する目は一段と厳格化。外資系企業の直接投資が外縁的
に拡大することを通じて、発展のエネルギーが域内全体に均霑してゆくという発展メカ
ニズムに陰り。各国間の経済パフォーマンス格差が一段と拡大すれば、域内全体の産業
間の相互補完機能が崩れ、経済活力が低下する懸念。その背景は次の２点。

　①特定国へのＩＴ産業の集積
    ＩＴ関連の高付加価値分野の生産には、一定の人材の質、技術力を要することか
　ら、ＩＴ産業は特定国へ集積する傾向。半導体生産では、韓国が米国、日本に次ぐ世
　界シェアを確保し、また台湾はＰＣ周辺機器で圧倒的な世界シェアを誇ることに加え
　て、日米欧の半導体メーカーからの受託生産を急増させて韓国を急追。
  
　②直接投資の中国への集中
    中国が従来、強味を発揮してきた繊維や家電などの産業に加えて、自動車産業やエ
　チレンなどの素材産業が生産拠点を拡充。ＩＴ関連の低付加価値工程も韓国、台湾か
　らＡＳＥＡＮ諸国を飛び越して、中国の華南地区へ集中。ＷＴＯ加盟を契機に潜在的
　に巨大な国内市場の開放と引き替えに外国企業を引き寄せ。

（図表８）世界市場における（図表８）世界市場における（図表８）世界市場における（図表８）世界市場における
韓国企業のＤＲＡＭシェア韓国企業のＤＲＡＭシェア韓国企業のＤＲＡＭシェア韓国企業のＤＲＡＭシェア

（1999年）（1999年）（1999年）（1999年）

（図表９）世界市場における（図表９）世界市場における（図表９）世界市場における（図表９）世界市場における
台湾のコンピュータ関連製品シェア台湾のコンピュータ関連製品シェア台湾のコンピュータ関連製品シェア台湾のコンピュータ関連製品シェア

（1999年）（1999年）（1999年）（1999年）
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（資料）新聞報道 （資料）資訊工業策進会

（図表10）東アジアの直接投資受入状況（図表10）東アジアの直接投資受入状況（図表10）東アジアの直接投資受入状況（図表10）東アジアの直接投資受入状況

（資料）各国統計
（注）2000年は、各国の１～３月期の実績値をもとに日本総合研究所推計。
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（図表12）東アジア主要国の経済規模（図表12）東アジア主要国の経済規模（図表12）東アジア主要国の経済規模（図表12）東アジア主要国の経済規模

　東アジアの信認回復には企業改革の断行と新規需要創出が不可欠。

　①企業改革の断行
　　企業の自主性に任せた企業改革はすでに限界。ちなみに、債務比率を政府目標通り
　200％以下に低下させたとみられていた韓国財閥は、グループの結合財務諸表でみる
　と、これを大きく上回る。競争促進を通じて企業経営者の危機意識を高め、資産の圧
　縮、業務の効率化、過剰雇用の整理といった抜本的な企業改革に取り組ませることが
　必要。各国とも外資規制の緩和に取り組んでいるものの、外資との競争効果が生じる
　までには今暫くの時間を要することから、強制的な財閥解体、政策融資の打ち切りな
　ども要検討。
　
  ②域内経済関係強化を通じた域内需要の掘り起こし
　　域内経済関係の強化を通じて中国に匹敵する巨大マーケットを形成するとともに、
　市場原理の下で地場企業の競争力強化を促進。そのための課題は次の３点。
　 (i)過渡的措置としてのＡＦＴＡ（域内障壁の撤廃）の拡大適用
　　　ＡＳＥＡＮ域内の関税障壁の撤廃を狙いとするＡＦＴＡ構想を韓国、台湾などＡ
　　ＳＥＡＮ外にも適用するともに、貿易に加えて、企業活動の障壁削減まで踏み込
　　む（ＡＩＡ）。一方、域外に対しては、一定の経済障壁を残すことも検討。
  (ii)国家産業ビジョンから域内産業ビジョンへ
    フルセット型の産業政策から、自国産業の優位性を生かした共生型の産業政策に転
　　換。
 (iii)自国産業優先主義の見直し
    保護の下で温存されてきた非効率部分を排除し、外資参入による市場原理を導入。

企業改革の断行と新規需要創出が不可欠

（資料）各国統計
（注１）各国の1999年名目ＧＤＰ（現地通貨建て）を米ドル（期中平均）に
　　　　換算。
（注２）ＮＩＥｓ３：韓国、台湾、シンガポール。
　　　　ＡＳＥＡＮ４：タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピン。

（図表11）韓国の企業集団の負債比率（1999年末時点）（図表11）韓国の企業集団の負債比率（1999年末時点）（図表11）韓国の企業集団の負債比率（1999年末時点）（図表11）韓国の企業集団の負債比率（1999年末時点）

（資料）金融監督院
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（図表14）日本のＩＴ支援（図表14）日本のＩＴ支援（図表14）日本のＩＴ支援（図表14）日本のＩＴ支援

（資料）外務省

（図表13）日本企業によるアジア企業への委託生産（図表13）日本企業によるアジア企業への委託生産（図表13）日本企業によるアジア企業への委託生産（図表13）日本企業によるアジア企業への委託生産

（資料）新聞報道

域内経済関係強化の重要なカギを握る日本

　欧米がＩＴ面での競争力を背景に世界マーケットでの主導的な立場を確立しようとし
ている状況のもとで、日本は東アジア各国とのＩＴ面でのアライアンス強化を通じて、
これに対抗。
  
　①自由貿易圏構想への取り組み
　 (i)韓国、シンガポールなどから提案されている自由貿易協定への取り組み。単なる
    関税引き下げにとどまらず、シンガポール提案にみられるような貿易保険、税関シ
　　ステム、電子商取引（ＢtoＢ）、電子認証などＩＴインフラの共同整備を通じて、
　　共通のＩＴインフラの上で自由貿易圏を実現。市場の拡大を通じた規模の経済の追
　　求に加えて、日本を含めた東アジア経済の新たな比較優位を構築。
  (ii)ＩＴインフラ整備に向けた対アジア支援については、従来のＯＤＡ政策を抜本的
　　に見直すことを通じて資金を捻出。
 (iii)ＩＴインフラ構築を東アジア企業に担わせることにより、地場ＩＴ企業の育成促
　　進効果も期待。

　②ＩＴ企業ネット・ワークの拡充
　　日系企業を要として韓国、台湾、中国華南地方などの間にＩＴ関連産業の有機的な
　ネットワークが発生。これをさらにＡＳＥＡＮ諸国にまで拡大する環境整備が不可
　欠。具体的には、人材、技術格差を縮小するためのデジタル・デバイド解消援助への
　積極的な取り組み、ＩＴ関連製品の関税撤廃を狙いとする情報技術協定の対象範囲の
　拡大および前倒し実施などが挙げられる。
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参考参考参考参考資資資資料料料料１１１１

為替為替為替為替のののの推推推推移移移移

（（（（1991991991997777 年年年年７月７月７月７月１１１１日日日日基基基基準準準準））））

（資料）データストリーム
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参考参考参考参考資資資資料料料料２２２２

株価株価株価株価のののの推推推推移移移移

（（（（1991991991997777 年年年年７月７月７月７月１１１１日＝日＝日＝日＝100100100100））））

（資料）データストリーム
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参考参考参考参考資資資資料料料料３３３３

金利金利金利金利のののの推推推推移移移移

（資料）データストリーム


